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はじめに

本書は、「平成24年度地方財政状況調査」（決算統計）に基づき、普通会計における主要な事項及び状況について、前年又は過去の状

況、あるいは類似団体との比較により、平成24年度の決算状況を分析したものです。

なお、過去（平成16年度まで）の決算数値は、旧兼山町分を含まない、旧可児市分のみの数値となっており、平成17年度については、

旧可児市、旧兼山町分の合算数値となっています。

◆普通会計 … 地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっている等の理由から財政比較や統一的な掌握が困難なため、地方財政状況

調査において統一的に用いられる会計区分であり、地方自治法等の法律適用を受けているものではありません。

普通会計は、一般会計及び特別会計のうち①公営企業会計 ②収益事業会計等の事業会計 ③地方公営企業法の全部

又は一部を適用している事業会計に含まれないものを合算した会計区分であり、平成24年度の本市の普通会計は、一般

会計・飲料水供給事業特別会計・自家用工業用水道事業特別会計・可児駅東土地区画整理事業特別会計を合算したもの

になります。

◆類似団体 … 財政収支の均衡、社会情勢の変化に対応でき得る弾力性保持、並びに適正な行政水準の確保の状況等に対し、態様が

類似している団体の財政実態を類型別比較指標として、国勢調査による人口と産業構造（産業別就業人口の割合）を基

にまとめたものです。

本市は「Ⅱ－２」類型（人口50,000～100,000人、第２・３次産業就業人口の割合が95％以上で、うち第３次産業就

業人口の割合が65％未満の市町村）に区分されています。平成18年度より類型の見直しが行われており、平成17年度ま

では「Ⅲ－４」類型（人口80,000～130,000人、第２・３次産業就業人口の割合が95％以上で、うち第３次産業就業人

口の割合が65％未満の市町村）に区分されていました。

Ⅱ―２の類型に区分される市は、平成22年度は44団体でしたが、平成23年度は20団体と減少していることもあり、

類似団体の示す数値が平成22年度と平成23年度で、大きく変化している場合があります。
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１．決算の状況

（１） 決算規模

本市の平成24年度普通会計の決算は、歳入総額

の増、一方、歳出総額は273億1,735万7

［図１・資料編１（P1）］

歳入については、地方税、地方交付金及

しています。

歳出については、衛生費、災害復旧費及

増加しています。

ここ数年、歳出決算額は概ね横ばいで
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歳入総額292億8,592万3千円（前年度287億7,161万8千円）、対前年度

7千円（前年度269億3,838万3千円）、対前年度3億7,897万4千円

地方交付金及び国庫支出金が減少しましたが、県支出金、財産収入、繰入金

災害復旧費及び公債費が減少しましたが、総務費、民生費及び土木費が増加

ばいで推移しており、対前年度伸率も大きな変化はありません。

対前年度5億1,430万5千円（1.8％）

千円（1.4％）の増となりました。

繰入金、地方債の増加により増加

増加したことにより、わずかに



（２）決算収支

歳入決算総額から歳出決算総額を差し

形式収支から「繰越明許費に係る翌年度

15億9,960万3千円（前年度16億956万8千円

平成24年度実質収支から前年度実質収支

りますが、単年度収支の中には実質的な

字・赤字要素を控除した実質的な単年度収支

の黒字になります。［表１・図２・資料編

決算額
（単位：千円）

歳入総額 ａ 29,285,923

歳出総額 ｂ 27,317,357

歳入歳出差引額
（形式収支）

ｃ 1,968,566

翌年度へ繰越すべき
財源

ｄ 368,963

実質収支 ｅ 1,599,603

単年度収支 ｆ -9,965

実質単年度収支 ｇ 823,564

表１ 平成24年度 決算収支

科 目
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し引いた『歳入歳出差引総額（形式収支）』は19億6,856万6千円

翌年度へ繰越すべき財源」を除いた当該年度決算における実質的な収支

千円）となりました。

前年度実質収支を差し引いた額（＝『単年度収支』）は、△996万5千円（前年度

な黒字要素（財政調整基金への積立等）や赤字要素（積立金取崩額

単年度収支（＝『実質単年度収支』）は、平成24年度は8億2,356万4千円

資料編１（P1）］

0

千円（前年度18億3,323万5千円）、

収支額（＝『実質収支』）は、

前年度△1億5,781万2千円）とな

積立金取崩額）が含まれます。それら黒

千円（前年度10億3,792万2千円）
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２．歳入の状況

平成24年度の歳入決算額は292億8,592万3千円で、前年度287億7,161万8千円より5億1,430万5千円（1.8％）の増額となりました。

一般財源については、221億6,557万2千円で前年度219億4,631万2千円より2億1,926万円の増額となっています。一般財源のうち臨

時一般財源は52億4,940万4千円で前年度46億7,273万7千円より5億7,666万7千円の増額、経常一般財源は169億1,616万8千円で前年度

172億7,357万5千円より3億5,740万7千円の減額となっています。

特定財源については、71億2,035万1千円で前年度68億2,530万6千円より2億9,504万5千円の増額となっています。特定財源のうち、

臨時特定財源は21億3,763万7千円で前年度17億3,137万3千円より4億626万4千円の増額、経常特定財源は49億8,271万4千円で前年度50

億9,393万3千円より1億1,121万9千円の減額となっています。[図３・資料編２－２（P3）]

（１）主な歳入項目

①地方税は138億1,658万3千円で、前年度140億2,855

万5千円と比べて2億1,197万2千円の減額となって

います。

減収要因は、個人市民税が2億5,578万円の増額とな

ったものの、固定資産税が評価替えにより4億700万6

千円の減額となったことなどが要因です。[資料編２

－３（P4）]

②地方譲与税は3億977万4千円で、前年度3億3,048万3

千円と比べて2,070万9千円の減額となっています。

③地方交付税は、普通交付税が24億7,214万5千円で前

年度26億243万4千円と比べて1億3,028万9千円の減

額となっています。 [資料編２－６（P6）]
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年度 図 ３ 歳 入 決 算 の 状 況
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国庫支出金 都道府県支出金 地方債
その他



④国庫支出金は30億4,229万7千円で、前年度

主な国庫支出金は、児童手当及び子ども

金（2億3,854万3千円）、保育所児童運営費負担金

交付金（1億3,510万7千円）です。

主な増減事項は、障害者自立支援給付費

可児駅東土地区画整理事業交付金の減

⑤県支出金は17億629万5千円で、前年度

主な県支出金は、子ども手当・児童手当

がい者医療費補助金（1億5,185万円）、

（1億2,017万6千円）です。

主な増減事項は、介護基盤緊急整備等臨時特例基金事業費補助金

ん等予防ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金

⑥繰入金は2億3,681万3千円で、前年度4,853

円の増額となりました。

主な繰入金は、国民健康保険事業特別会計

主な増減事項は、国民健康保険事業特別会計繰入金

就学支援基金繰入金の皆増です。

⑦地方債は16億6,610万円で、前年度11億

となりました。

主な地方債は、臨時財政対策債（10億

事業債（2億2,440万円）です。

主な増減事項は、臨時財政対策債及び

⑧その他の歳入項目における主な歳入は

万5千円）、ゴルフ場利用税交付金（2億

付金（1億494万4千円）、地方特例交付金

億3,323万5千円）です。
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前年度31億8,178万2千円と比べて1億3,948万5千円の減額となっています

ども手当負担金（13億595万3千円）、生活保護費負担金（3億589

保育所児童運営費負担金（1億7,132万5千円）、生活介護負担金（1億6,183万

障害者自立支援給付費等負担金、運動公園整備事業交付金の増、子ども手当負担金、

減です。

前年度15億8,531万9千円と比べて1億2,097万6千円の増額となっています

児童手当負担金（2億7,671万3千円）、国民健康保険基盤安定負担金（

）、介護基盤緊急整備等臨時特例基金事業費補助金（1億3,185万

介護基盤緊急整備等臨時特例基金事業費補助金の増、衆議院議員総選挙及び県知事選挙委託金

接種緊急促進臨時特例交付金の減、県民税徴収委託金の減です。

4,853万3千円と比べて1億8,828万

国民健康保険事業特別会計（1億2,400万円）です。

国民健康保険事業特別会計繰入金、外国人の子どもの

億790万円より5億5,820万円の増額

億7,350万円）及び可児駅前線街路

び運動公園整備事業債の増です。

は、地方消費税交付金（8億6,826

億1,929万2千円）、自動車取得税交

地方特例交付金（6,727万6千円）、繰越金（18
地方

交付税

10%

国庫

支出金

10%

都道府県

支出金

6%

地方債

6%

その

20%

図４ 24年度歳入決算構成内訳

となっています。

589万円）、運動公園整備事業交付

万4千円）、可児駅前線街路事業

、可児駅前線街路事業交付金、

となっています。

（1億7,062万円）、重度心身障

万4千円）及び県民税徴収委託金

県知事選挙委託金の皆増、子宮頸が

地方税

47%

地方

譲与税

1%

その他

20%

年度歳入決算構成内訳



３．歳出の状況

平成24年度の歳出決算額は273億1,735

した。

（１）目的別歳出の状況

平成24年度の目的別歳出の構成割合においては

「民生費」は、民間保育所等児童運営事業

の増額となっています。

前年度からの伸び率では、「総務費」が

備基金への積立金が主な増額要因です。「

林水産業施設災害復旧費、公共土木施設災害復旧費
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1,735万7千円で、前年度269億3,838万3千円と比べて3億7,897万円4

においては、１位「民生費」、２位「総務費」、３位「土木費」となっています

民間保育所等児童運営事業費、高齢者福祉施設等施設整備費補助金の増などにより、

が9.2%の増、「災害復旧費」が72.6%の減となっています。「総務

「災害復旧費」については、平成23年度の豪雨災害に対する災害復旧

公共土木施設災害復旧費の皆減が主な減少要因です。［図５・資料編３－１

4千円（1.4％）の増額となりま

となっています。

、前年度より2億4,852万9千円

総務費」については、公共施設整

災害復旧も落ち着きを見せ、農

１（P8）］
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（２）性質別歳出の状況

義務的経費（人件費・扶助費・公債費）の構成割合は、すべての費目で減少しています。ここ数年増加傾向であった義務的経費が

減少し、普通建設事業費が増加していることは、財政構造の硬直化が改善している傾向を意味しています。[図７・資料編４－１（P11）]

歳出決算総額に占める経常的経費の割合は76.78%（平成23年度は77.61%、平成22年度は78.98%）となっており、前年度より減少し

ましたが、依然投資的経費に充てられる財源は限られています。[資料編４－２（P12）]

（３）主な歳出項目

①人件費は、37億7,595万1千円で、前年度38億9,678

万8千円と比べて1億2,083万7千円（△3.1%）の減額

となりました。

主な増減事項は、職員給の減や議員共済会給付費負

担金の減に伴う共済組合等負担金の減によるもので

す。[資料編５（P14）]

②扶助費は、52億6,250万4千円で、前年度52億7,978

万8千円と比べて1,728万4千円（△0.3%）の減額とな

りました。

主な扶助費は、子ども手当費・児童手当費（18億7,729

万9千円）、保育園児童運営費負担金（6億4,827万9千

円）、重度心身障がい者医療費（4億2,932万3千円）、

こども医療費（4億870万6千円）、生活介護給付費（3

億889万7千円）です。

主な増減事項は、生活介護給付費、就労継続支援給

付費の増、子ども手当費・児童手当費の減です。[資

料編６（P15）]

0
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年度

図 ７ 性 質 別 決 算 額 の 推 移

人件費 扶助費 公債費 普通建設事業費

災害復旧事業費 物件費 補助費等 積立金

繰出金 その他
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③普通建設事業費は26億6,107万8千円で、前年度25億2,688万2千円と比べて1億3,419万6千円（5.3%）の増額となりました。

内訳別に見ると、補助事業においては、「運動公園整備事業費」、「高齢者福祉施設整備費等補助金」の増により前年度と比べて4億

4,778万円（43.4%）の増額、単独事業においては、「可児駅前線街路事業費」、「老人福祉施設整備事業」の減により前年度と比べ

て3億1,726万7千円（△21.7%）の減額となっています。[資料編８（P17）]

また、普通建設事業費は、平成19年度からは年々減額となっていましたが、平成24年度は増加しました。[資料編４－１（P11）]

④物件費は、44億1,210万5千円で、前年度43億4,648万3千円と比べて

6,562万2千円（1.5%）の増額となりました。

主な増減事項は、岐阜県知事選挙執行経費、衆議院議員総選挙執行

経費、都市計画基本図更新委託料の皆増、市議会議員選挙執行経費

の皆減、防災備蓄倉庫備品等購入費の減によるものです。[資料編９

（P18）]

⑤補助費等は、34億3,722万4千円で、前年度34億2,553万6千円と比べ

て1,168万8千円（0.3%）の増額となりました。

主な補助費等は、可茂衛生施設利用組合負担金（13億8,624万2千円）

及び可茂消防事務組合負担金（7億9,323万8千円）です。

主な増減事項は、岐阜清流国体可児市実行委員会補助金の増、水道

高料金対策補助金の皆減です。[資料編１０（P19）]
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16%

補助費等

13%

積立金

5%

繰出金

14%

その他

1%

図８ ２４年度性質別歳出決算構成



４．財政の構造

（１） 財政力指数 ０．８４４（単年度０

地方公共団体の財政力を示す指標であり

指数が高いほど財源に余裕があり、１を

平成９年度以降、単年度財政力指数が

水準であることがわかります。

なお、平成17年度の類似団体平均財政力指数

更されたことが要因です。［図９］
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０．８４３） ［基準財政収入額／基準財政需要額］

であり、基準財政収入額を基準財政需要額で割った数値の過去３年

を超える地方公共団体は普通交付税の不交付団体になります。

が１を下回っている状況ですが、類似団体と比較すると、依然として

類似団体平均財政力指数が大きく上昇していますが、平成18年度（平成17年度決算分

年の平均値になります。財政力

として本市の財政力指数は高い

年度決算分）より類似団体区分が変



（２）経常収支比率 ８８．８％（減税補

この比率は、人件費・扶助費・公債費

入がどの程度充当されているかをみることにより

り「経常的経費に充当した経常一般財源

えます。

平成24年度については、人件費、公債費

千円増額しましたが、経常一般財源収入

下のグラフで示されるとおり、経常収支比率

確保に努めていく必要があります。［図１０
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減税補てん債・臨時財政対策債を除く場合、９４．５％）

［（経常的経費に充てる一般財源／経常的に収入される

公債費の義務的経費を含んだ経常的経費に、地方税・地方交付税・地方譲与税等

されているかをみることにより財政構造の弾力性を判断する指標であり、この比率が

経常一般財源の残余分が大きい程、臨時の財政需要に対して余裕を持つことになり

公債費、扶助費が減少し、繰出金、物件費が増加しているため経常

経常一般財源収入が3億5,740万7千円減額したため、経常収支比率は前年度87.7

経常収支比率は高止まりの傾向となっているため、経常的経費の抑制

１０］

される一般財源総額）×１００］

地方譲与税等の経常一般財源収

が低いほど弾力性が高い、つま

つことになり、弾力性がある」と言

経常経費が前年度よりも6,649万7

7.7％より増加となりました。

抑制を図るとともに、一般財源の
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図 １１ 実 質 公 債 費 比 率 の 推 移

可児市

類似団体

県内平均

（３）実質公債費比率 ４．２％（単年度３．３％）

［（Ａ+Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）／（Ｅ－Ｄ）］ Ａ：地方債の元利償還金（繰り上げ償還等を除く）

Ｂ：準元利償還金（※）

Ｃ：元利償還に充てられる特定財源

Ｄ：元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

Ｅ：標準財政規模

実質公債費比率とは、普通会計が負担する元利償還金等の

標準財政規模に対する比率で、公債費が財政に及ぼす負担を

表す指標で、３ケ年の平均値になります。１８％以上の団体

は、地方債の発行に許可が必要となります。さらに、２５％

以上になると財政健全化計画の策定等が必要となります。

３５％以上になると財政再建計画の策定、計画についての国

の同意手続きが必要となり、地方債の発行制限があります。

可児市は、起債額が元金償還額を超えないようにすること

で公債費負担の軽減に努めており、県内平均、類似団体と比

べても低い水準で、かつ低下傾向が続いています。今後も計

画的な地方債の発行を継続し、この状況を維持していくこと

が必要です。［図１１参照］

※準元利償還金

①繰出金のうち、公営企業債の償還財源に充てたもの。

②組合等への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地

方債の償還に充てたもの。

③債務負担行為に基づく支出のうち、公債費に準じるもの。

④一時借入金の利子



５．将来にわたる財政負担

今後の財政負担を予測する判断材料として

（１）地方債現在高

平成24年度の地方債現在高は171億8,193

れは、新規の地方債発行額16億6,610万円

近年、新規の地方債発行額をその年度

向や将来世代との負担の平準化を行うという

を進めていく必要があります。［図１２・
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として、地方債現在高と債務負担行為の額、積立金現在高の推移が

8,193万4千円で、前年度174億9,614万5千円と比べて3億1,421万1

万円が償還元金19億8,031万2千円を下回った結果です。

年度の償還元金を越えない範囲とすることで、地方債現在高を減少

という地方債の役割も勘案しながら地方債発行額を管理し、引き

・資料編７－１、７－２（P16）］

が挙げられます。

1千円の減額となりました。こ

減少させています。今後は景気動

き続き将来の地方債負担の軽減



（２）債務負担行為支出予定額

地方公共団体は、将来の支出を約束するものとして

平成24年度以降の債務負担行為支出予定額

います。

主な債務負担行為支出予定のものは、

理（14億4,000万円）に係るものです。

主な増減要因は、固定資産税評価替業務

将来の公債費とのバランスを図りながら

- 12 -

するものとして債務負担行為を行うことができます。

支出予定額は48億5,402万5千円であり、前年度47億5,285万4千円と比

、学校給食センター整備・維持管理等事業（12億2,982万4千円）

固定資産税評価替業務、運動公園整備事業に伴う増です。

りながら債務負担行為の設定をしていく必要があります。［図13］

比べて1億117万1千円増加して

）及び文化創造センター指定管



（３）積立金現在高

平成24年度末の積立金現在高は85億8,591

主な増減事項は、公共施設整備基金に

「市政改革プラン2011」にあるように

定的な財政運営を継続していきます。［図
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8,591万5千円で、前年度72億3,216万4千円と比べて13億5,375万

に6億1,965万6千円を積み立てたことによるものです。

にあるように、災害など不測の事態対応のためにも財政調整基金の残高は20

図14］

万1千円の増額となりました。

20億円以上を最低限確保し、安
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６．むすび

歳入について、市税は税制改正による個人市民税の増加、企業収益の回復による法人税の増加がありましたが、評価替に伴う固定資

産税・都市計画税の減少等により、前年比1.5％の減少となりました。国庫補助金、地方特例交付金、地方交付税も減少となりました

が、地方債の借入や県支出金が増加となったことや、財産収入をはじめとする自主財源の増加により、歳入総額では1.8%の増額となり

ました。

歳入の根幹である地方税は歳入全体において47.2％を占めていますが、市民税、固定資産税ともに増加が見込める要因もあまりない

ため、平成25年度以降についても地方税の大幅な増額は見込めない状況です。

歳出については、目的別決算状況では、２年連続で発生した豪雨災害への対応も落ち着き、災害復旧費は大幅に減少しています。高

齢者福祉施設等施設整備費補助金の増加した民生費や、公共施設整備基金への積立てを行なった総務費などが増額となっています。民

生費については今後も少子高齢化のさらなる進展により社会保障関係経費の増大による増加が見込まれます。

性質別決算状況を見ると、義務的経費と呼ばれる人件費・扶助費・公債費は前年度から減額となっていますが、給付費等に係る市町

村負担分である医療３会計（国民健康保険事業特別会計・後期高齢者医療特別会計・介護保険特別会計）への繰出金、主に公債費元利

償還金に充当される経費である下水３会計（公共下水道事業特別会計・特定環境保全公共下水道事業特別会計・農業集落排水事業特別

会計）への繰出金が増額しており、ごみ処理や消防関係等の一部事務組合に対する負担金と合わせ、歳出決算額の64.6％（前年度64.3％）

なっています。こうした「支出節約困難な経費」が依然高い割合を占めています。

本市は財政力指数や公債費比率等の財政指標が比較的良好な状況であるものの、人口は減少に転じており、少子高齢化が急速に進む

ため、地方税収入の減少と社会保障関係経費の自然増が見込まれ、投資的事業・新規事業を展開するための余剰財源が減少し、厳しい

財政状況となることが予想されます。平成２４年度決算においては、保有株式の売却による財産収入の増加や積極的なふるさと応援寄

附金や企業協賛の展開など、自主財源の確保に努めました。今後とも積極的な自主財源確保に取り組むとともに、「若い世代が住みた

いと感じる魅力あるまちの創造」を目標とし、４つの重点方針（①高齢者の安気づくり、②子育て世代の安心づくり、③地域・経済の

元気づくり、④“まち”の安全づくり）に沿って、施策の重点化を図り、選択と集中による魅力あるまちづくりに取り組むとともに、

効果的で効率的かつ持続可能な市政運営を推進します。


